様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2023年　11月　21日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　そにーせいめいほけんかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　ソニー生命保険株式会社
（ふりがな）たかはし　かおる
（法人の場合）代表者の氏名  髙橋 薫  印   
住所　〒100-8179
東京都千代田区大手町1-9-2 
大手町フィナンシャルシティグランキューブ
法人番号　　　3010401016260　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023
2. ソニーフィナンシャルグループ　ディスクロージャー誌2023

	公表日
	1. 2023年7月27日
2. 2023年7月25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1. ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023
公表場所：ソニー生命ホームページ
https://www.sonylife.co.jp/company/corporate/results/disclosure/pdf/disclosure2023.pdf
記載箇所：
1. p.2-3,14,18-19
1. p.9,18-19,38
2. ソニーフィナンシャルグループ　ディスクロージャー誌2023
公表場所：ソニーフィナンシャルグループホームページ
https://www.sonyfg.co.jp/ja/financial_info/annualreport/230725_01.pdf
記載箇所：
1. p.7-9,20-22
1. p.1
b. p.7-12

	記載内容抜粋
	a. 昨今の金利や為替の急速な変動、欧米における金融不安、少子高齢化の進展やデジタル化の加速など、金融事業を取り巻く環境は、不可逆的・構造的な潮流の変化に直面しております。お客さまの態様、考え方、行動も変化するなかで、ソニーフィナンシャルグループ（以下、SFG）自身も変化していかなければならないと認識しております。また、SFGを取巻く社会課題の重要性を評価し、重要項目の一つとして「技術の急激な進展」を特定し、公表しております。
そのうえで、SFGをソニーグループの一翼として「テクノロジーの力を駆使しつつ、人に寄り添う金融」を形にする組織と位置づけ、ソニー生命としても、これまで培ってきた「お客さま本位の業務運営」への取り組みにソニーグループならではの強みである最新技術の活用やソニーグループ各社との協業を行うことでライフプランナーによる質の高いコンサルティングを展開していくと公表しております。
b. SFGにおける経営ビジョンとして、『心豊かに暮らせる社会を目指し、人に寄り添う力とテクノロジーの力で、一人ひとりの安心と夢を支える金融グループになる』ことを掲げております。ソニー生命においては、『合理的な生命保険と質の高いサービスを提供することによって、顧客の経済的保障と安定を図る』という基本使命のもと、『日本中のお客さまを一生涯お守りする』というビジョンを従来より公表しているのに加えて、2022年4月には、ビジョンを対外的に分かりやすく説明するために「ブランドプロミス」を公表し、テクノロジーも活用して3つの価値（「想いを『聴き、形にする』」、「想いに『寄り添い続ける』」、「想いを『支え続ける』」）を提供する決意表明を行っています。
上記ビジョンを実現するため、ソニー生命では、提供価値の拡大及びサービスの高質化を中期経営計画のポイントの一つとして掲げており、そのためにテクノロジーの活用・DXの推進を関連付けています。具体的には、リモートコンサルティングやソニー生命アプリ、GLiP（Goal based Life Planning Support Service。次世代ライフプラン分析）といったデジタルテクノロジーを活用したサービスの提供に加え、ソニーグループ各社との協業によるDXの推進によって、価値提供の拡大およびサービスの高質化に資することを公表しております。
c. 経営ビジョンを実現するため、SFGでは中期計画のなかで「『自己変革』を通じた企業価値の最大化」を基本方針に掲げております。その中で、以下の5つの戦略の柱と2つの追加重点施策について公表しております。

■5つの戦略の柱
①コアユニークな競争優位性の徹底強化：更なるデジタル活用によって顧客提供価値の一層の向上を目指します。
②低金利に耐えうる収益構造への転換：商品ポートフォリオや事業費率の改善、資産運用の高度化などに取り組みます。
③お客さま目線経営のさらなる進化：タッチポイント毎の顧客満足度を把握し「顧客体験(CX)」の進化に取り組みます。
④テクノロジーによる競争力の強化：ソニー生命におけるGLiP導入に加え、グループ横断でのデータ利活用や、ソニーグループとの技術連携強化に取り組みます。
⑤グループシナジーの最大化：SFG各社間の相互送客およびSFGデータ連携基盤の構築を通じた新たな価値創出を目指します。

■追加重点施策
①サステナビリティ推進
②グループガバナンス徹底強化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た中期経営計画等に基づき作成された内容。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023
2. ソニー生命　新卒採用情報

	公表日
	1. 2023年7月27日
2. 2020年9月3日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1. ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023　
公表場所：ソニー生命　ホームページhttps://www.sonylife.co.jp/company/corporate/results/disclosure/pdf/disclosure2023.pdf
記載箇所：
a. p.18-19
b. p.18-19,46-51
2. ソニー生命　新卒採用情報https://www.sonylife.co.jp/company/new_recruit/business/business03.html

	記載内容抜粋
	a. SFGの中期計画を基に以下3つをソニー生命の中期経営計画の重要項目とし、公表しております。
①チャネル戦略の推進：ライフプランナーチャネルと代理店チャネルそれぞれの戦略、および当該戦略実行上のデジタル・データの活用について示しています。
②提供価値の拡大・サービスの高質化：「トータルライフプランニング」の展開や、様々なテクノロジーの活用およびソニーグループとの協業によるDXの推進について示しています。
③経営基盤のさらなる強化：資産運用力の強化やお客さま本位の業務運営徹底等に取り組むことについて示しています。
b. ソニー生命独自のシステムであるGLiPと営業支援システム・顧客管理システムを搭載したC-SAAF（Consulting-Sales and Follow system)を活用し、お客さまにコンサルティングセールス・コンサルティングフォローを提供し、ライフプランナーの提供価値を高めていくことを公表しております。
特に、GLiPによって、当社のコンサルティング技術や長年のお客さまデータをもとに、AIやリアルデータを活用し、一人ひとりにあったライフプランを作成した上で、家計を見える化し、必要な資産や保障を明らかにすることが可能になりました。あわせて、「ソニー生命　アプリ」もリニューアルし、GLiP上のデータがアプリ上でも閲覧可能になったり、Moneytreeとの情報連携を行うことが可能となりました。これにより、Moneytree上のリアルなお金の情報を、ライフプラン分析に活用できるようになるなど、デジタルやデータの活用によって、高質なサービスを提供していくことを公表しています。
さらに、スマートフォンとの顧客データベースの連携を行うことで、お客さまからのご契約情報を照会したり、電話で受けた要望をリアルタイムでデータベースに登録することを可能とし、安全かつ適時なお客さま対応を行うことができます。
今後もソニーグループ各社との協業を行い、新たなコンサルティングツールの導入や、販売状況およびサービス品質のデータ化による営業活動への活用を戦略の一つとし、公表しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た中期経営計画等に基づき作成された内容。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1. ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023　
https://www.sonylife.co.jp/company/corporate/results/disclosure/pdf/disclosure2023.pdf
記載箇所：
p.98
2. ソニー生命　新卒採用情報
https://www.sonylife.co.jp/company/new_recruit/business/business03.html

	記載内容抜粋
	サービス・ビジネスモデル及び組織・業務プロセス等の変革に向け、デジタル化に係る戦略の立案・推進を行うDX戦略部を設立し、テクノロジーの強みを持つソニー生命のデータ分析やAIの活用など、DX施策に関する企画・推進・実行を担っております。
また、ITデジタル戦略本部内のガバナンスを統括する部門としてIT GRC統括部があります。
人材の確保においては、コース別採用を導入することで優秀なIT人材の採用にも注力しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023　
記載箇所：p.19,46-51
https://www.sonylife.co.jp/company/corporate/results/disclosure/pdf/disclosure2023.pdf

	記載内容抜粋
	独自に開発した「C-SAAF Remote」による先進的なインターフェイス等の活用を推進し、ライフプランナーによるリモートコンサルティングを可能とする環境を整備しております。また、C-SAAFと連携してGLiPやスマホアプリでのサービスを導入することで、リアルタイムで顧客データベースと連携し、顧客管理システム(CSM)や保全事務システム(SLIM)により社内の情報を一元管理することができております。
今後も、これまで以上に、テクノロジーの活用を行い、提供価値の拡大やオペレーションの改善に努めることを公表しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023

	公表日
	2023年7月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ソニー生命保険　ディスクロージャー誌2023
記載箇所：p.14,15
https://www.sonylife.co.jp/company/corporate/results/disclosure/pdf/disclosure2023.pdf

	記載内容抜粋
	ソニー生命における「お客さま本位の業務運営方針」の定着度を測る成果指標として
①顧客総合満足度
②保有契約者数
③保有契約高
を設定し、毎年の成果を公開しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1. 2023年7月25日
2. 2022年9月21日
3. 2022年11月8日

	発信方法
	1. ソニーフィナンシャルグループ　ディスクロージャー誌2023　p.7-9,14-15
(https://www.sonyfg.co.jp/ja/financial_info/annualreport/230725_01.pdf)
2. ソニー生命　ニュースリリース "「トータルライフプランニング」への取組について"
(https://www.sonylife.co.jp/company/news/2022/files/220921_totallifeplanning.pdf)
3. ソニー生命　ニュースリリース　”ソニー生命が発明したライフプラン分析システム 『GLiP』の特許出願について”
(https://www.sonylife.co.jp/company/news/2022/files/221108_glip.pdf)

	発信内容
	SFGのディスクロージャー誌内にて、代表取締役自らがGLiP導入による「トータルライフプランニング」サービス提供を通じたライフプランナー一人当たり生産性の向上について言及しています。進捗状況は定期的にモニタリングを行い、結果は翌年度のディスクロージャー誌にて公表しています。
上記に加え、GLiPのリリースを含む当社の主要戦略の一つである「トータルライフプランニング」の実現について、ソニー生命ホームページ上で発信しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年11月頃　～2023年10月頃

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」により自己診断を実施しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年10月頃　～　継続実施中 


	実施内容
	ソニー生命の所有又は使用するシステムすべてに対し、「システムリスク管理規程」並びに「サイバーセキュリティ管理規程」を策定し、運用しております。その中で、ITデジタル戦略本部担当役員をサイバーセキュリティ責任者とし、サイバーセキュリティ対策及び対応を実施する組織（CSIRT）及び機能を設置し、サイバーセキュリティ管理体制を確立しております。
また、サイバーインシデントに対する行動手順書を定めており、サイバー攻撃に対する対応を明確化しています。
その他、セキュリティ態勢評価やサイバーセキュリティに関する内部監査を実施しており、評価結果をもとにセキュリティ対策の向上を行っております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

